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各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　潔

（ 政 治 部 ）

「名護市辺野古沖の米軍新基地建設計画の撤回を求める要請打電」行動について

日頃のご健闘に、心から敬意を表します。

　名護市辺野古沖の米軍新基地建設を争点とした沖縄県の名護市長選挙は、１月19日に投開票され、建設反対派である現職の稲嶺氏が、建設推進派の前沖縄県議・末松候補を破って再選を果たしました。勝利した稲嶺氏は同日夜、「辺野古移設は白紙にし、県外・国外に戻す。辺野古埋め立てが前提の協議や申請はすべてお断りする」と述べました。

　しかし政府はこの結果を受けてもなお「普天間基地の辺野古移設を粛々と進める」とし、沖縄防衛局は21日、名護市辺野古沿岸部の埋め立て工事に関連する入札公告を実施して普天間の移設作業に着手しました。また、昨年末に仲井眞沖縄県知事は、政府申請の辺野古沖公有水面埋め立てを承認しましたが、この承認自体が知事の公約違反にほかなりません。

名護市長選挙であらためて示された民意に反し、選挙結果にかかわらず移設を進める政府の姿勢は、この間の沖縄の歴史をかえりみない行為であり、決して許されるものではありません。
　つきましては、埋め立て承認の撤回を求めて以下のとおり要請打電を行います。短期間の取り組みとはなりますが、重要な局面であることをご理解いただき、各単組・総支部における積極的な取り組みをお願いいたします。
記
名護市辺野古沖の米軍新基地建設計画の撤回を求める要請打電
１．取り組み単位　　各地方本部、単組・総支部

　　　　　　　　　　女性部、青年部、評議会など、可能な限り多数の打電をお願いします。

２．取り組み期間　　2014年１月31日（金）まで

３．打電方法　　郵送（レタックス・電報含む）、ＦＡＸまたはＥメール

　　　　　　　　　　　※ＦＡＸおよびメールでの送信の場合は、十分に注意願います。

４．打電先・文例　　（１）沖縄県知事に対する要請打電
①送付先　　
〒900-8570　沖縄県那覇市泉崎1-2-2　沖縄県庁

知事公室広報課　仲井眞弘多　知事宛
　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　０９８－８６６－２４６７
Ｅメール　kouhou@pref.okinawa.lg.jp
②要請文例（参考）

　　　　　　　　　　　　　　名護市辺野古沖の米軍新基地建設のための公有水面埋め立て承認を、直ちに撤回するよう求める。知事の公有水面埋め立て承認は、「県外移設」を求めた自身の「公約違反」である。知事は、名護市長選における「民意」を尊重し、「公約」にもとづいた責任ある行動をとるよう求める。

（２）内閣府に対する要請打電

①送付先　　

〒100-8914　東京都千代田区永田町1-6-1　

内閣府　内閣総理大臣　安倍晋三　宛

ＦＡＸ　　０３－３５８１－３８８３（政府広報室）
Ｅメール（沖縄担当部局）

　　　　　　　　　　　　　https://form.cao.go.jp/okinawa/opinion-0001.html
②要請文例（参考）

　　　　　　　　　　　　　　名護市長選で明らかになった「民意」にもとづき、名護市辺野古沖の米軍新基地建設計画を直ちに撤回するよう求める。これまでの日米協議でも明らかなように、普天間基地の閉鎖・撤去は、辺野古新基地建設が代替えの条件ではない。むしろ日本政府が代替えの条件にすり替えて、強引に新基地建設を進めてきた。これ以上、沖縄に基地負担を押しつけるのではなく、基地建設のためのすべての行程を中止するよう要請する。

３．その他　　①道本部ＨＰの「組合員専用ページ」に、要請文例をリンクとして貼り付けていますので、ご活用ください。

　　　　　　　　　　②以下に記入いただき、取り組みの報告をお願いします。
	「名護市辺野古沖の米軍新基地建設計画の撤回を求める要請打電」取り組み報告


単組名　　　　　　　　　　　　　　　記入者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	打電先
	打電内容
	取り組み数

	沖縄県知事あて打電
	郵送　・　ＦＡＸ　・　メール
	通

	内閣総理大臣あて打電
	郵送　・　ＦＡＸ　・　メール
	通　


報告先：道本部政治部（三浦・大島）　ＦＡＸ ０１１-７００-２０５３

